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第３節 傷病補償年金 

 

第１ 傷病補償年金の内容 

 

 傷病補償年金は、職員が公務又は通勤により負傷し、又は疾病にかかり、療養の開始後１年６か月を

経過した日又はその日後において、下記の支給要件に該当する場合、その状態が継続している期間支

給されます。（法第 28 条の２） 

 

１ 支給要件 

  次の要件のいずれにも該当する必要があります。 

⑴  負傷又は疾病が治っていないこと。 

⑵  負傷又は疾病による障害の程度が規則別表第２に規定する第１級、第２級又は第３級の傷病等

級に該当すること（規則第 26 条の４）。 

  「療養の開始後１年６か月を経過した日」とは、療養の開始の日の属する月の翌月から起算して

18 か月目の月において当該療養の開始の日に応当する日（当該応当する日がない場合はその月の末

日の翌日）をいい、再発にあっては、初発傷病に係る療養期間も経過期間に通算されます。 

  規則別表第２に定める傷病等級及び障害の程度は、P.335「傷病等級早見表」のとおりです。 

 

２ 支給額 

  傷病補償年金は、第３―１表に掲げる傷病等級の区分に応じ、それぞれの額が支給されます（法第

28 条の２第２項）。 

  なお、この額の 100 円未満の端数は、50 円未満を切り捨て、50 円以上を切り上げます（法第 39 条

の２）。 

 

第３―１表 傷病補償年金等 

傷病等級 傷 病 補 償 年 金 
傷病特別支給金 

（一時金） 
傷 病特別給 付金 

第 １ 級 平均給与額×313 日 114 万円 傷病補償年金の額に 100
20

を乗じて得た額 

上限額＝150 万円×
365
  

Ａ=傷病等級に応ずる傷病 

補償年金の欄の乗数 

第 ２ 級 平均給与額×277 日 107 万円 

第 ３ 級 平均給与額×245 日 100 万円 

備 考 昭和52年４月１日から適用 
昭和 56 年４月１日 

から適用 

昭和 52 年４月１日から適用 

上限額については昭和 56 年５月 

１日改正 
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３ 他の法令による給付との調整 

  ア 同一の事由によって傷病補償年金と厚生年金保険法等、他の法令の規定による給付が併給さ

れる場合の傷病補償年金の額は、端数処理を行わない所定の傷病補償年金の額に他の法令の規

定により併給される年金の種類に応じ、第３－２表に掲げる率を乗じて得た額を端数処理した

額に調整されます。 

  イ ただし、調整した後の傷病補償年金の額が調整前の傷病補償年金の額から他の法令の規定に

よる年金たる給付の額を控除した額を下回る場合は、その控除した後の額が傷病補償年金とし

て支給されます（法附則第８条、令附則第３条）。 

 

第３－２表 他の法令による給付との調整率 

併給される公的年金 調整率 
調整率(特殊公務災害時) 

１級 ２級 ３級 

厚生年金保険法による障害厚生年金等及び国民年金法

による障害基礎年金 
0.73 0.81 0.81 0.82 

障害厚生年金等（当該補償の事由となった障害について

障害基礎年金が支給される場合を除く。） 
0.88 0.91 0.92 0.92 

障害基礎年金（当該補償の事由となった障害について障

害厚生年金又は平成 24 年一元化法改正前地方公務員等

共済組合法・平成 24 年一元化法改正前国家公務員共済

組合法による障害共済年金が支給される場合を除く。） 

0.88 0.91 0.92 0.92 

旧国民年金法による障害年金 0.89 0.92 0.92 0.93 

    

 

 

４ 支給期間等 

  傷病補償年金の支給は、支給すべき事由が生じた月の翌月分から始め、支給を受ける権利（以下

「受給権」という。）が消滅した月の分で終わります（法第 40 条第１項）。 

  この場合、「支給すべき事由が生じた月」とは、傷病補償年金の支給要件に該当するに至った日の

属する月をいうものです。 

  また、支払は毎年２月、４月、６月、８月、10 月及び 12 月の６期に、それぞれの前月分までをま

とめて支払うことになっていますが、受給権が消滅した場合におけるその期の年金は、支払期月で

ない月であっても支払われます（法第 40 条第３項）。 

 

５ 休業補償との内払い 

  傷病補償年金が支給されることとなった場合は、休業補償は支給されません。災害発生から１年

６ヶ月経過した日の属する月の翌月分から傷病補償年金支給が決定されるまでの間に支払われた休

業補償については傷病補償年金の内払いとして相殺して支給されます（法第 41 条第３項）。休業援

護金と傷病特別給付金も同様に内払いとして相殺し、支給されます。 
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第２ 傷病補償年金に伴う福祉事業 

 

１ 傷病特別支給金 

 ⑴ 傷病特別支給金は、傷病補償年金の受給権者に対し、第３―１表に掲げる傷病等級の区分に応

じ、それぞれの額が支給されます（業務規程第 29 条の５）。 

なお、既に傷病特別支給金の支給を受けた者の傷病等級が、療養を継続している間に自然的経

過で増悪し、上位の傷病等級に該当するに至った場合においても、傷病特別支給金の再支給及び

差額支給は行われません。 

 ⑵ 傷病が再発した場合における再発傷病に係る傷病特別支給金は、初発傷病に係る傷病特別支給

金の支給を受けた者には、支給されません。 

ただし、初発傷病に係る傷病特別支給金が支給されていない場合で、再発傷病に係る傷病等級

に応じた傷病特別支給金の額が、初発傷病が治ったときにおける障害等級に応じた障害特別支給

金の額を超えるときに限り、当該超える額に相当する額が支給されます。 

 

２ 傷病特別給付金 

 ⑴ 傷病特別給付金は、傷病補償年金の受給権者に対し、年金として、傷病補償年金の額に 100 分

の 20（令第１条職員にあっては 100 分の 20 を超えない範囲内で理事長が定める率）を乗じて得た

額が支給されます。 

ただし、その額は、第３―１表に掲げる上限額の算式により得た額を超えないものとされてい

ます（業務規程第 29 条の 10）。 

なお、この額の 100 円未満の端数は、50 円未満を切り捨て、50 円以上を切り上げます。 

また、傷病特別給付金の「100 分の 20」の算定基礎となる傷病補償年金の額は、法第 58 条第２

項若しくは法第 59 条第２項の規定による免責、又は法附則第８条の規定による他の法令による給

付との調整等の措置が講じられる場合にあっては、これらの措置が講じられる前の額をいうもの

です。 

 ⑵ 傷病特別給付金の額に当該傷病補償年金の額を加えた額が、当該平均給与額の年額（当該平均

給与額に 365 を乗じて得た額）の 100 分の 80 に相当する額に満たない場合は、当分の間、当該平

均の給与額の年額の100分の 80に相当する額から当該傷病補償年金の額を差し引いた額が支給さ

れます（業務規程第 29 条の 10 第３項）。 

 ⑶ 傷病特別給付金の支給は、支給すべき事由が生じた月の翌月から始め、支給すべき事由が消滅

した月で終わります。 

また、支払は、年金たる補償と同様に毎年２月、４月、６月、８月、10 月及び 12 月の６期に、

それぞれの前月分までがまとめて支払われます。 

ただし、支給すべき事由が消滅した場合におけるその期の傷病特別給付金は、支払期月でない

月であっても支払われます（業務規程第 29 条の 16。年金たる障害特別給付金及び年金たる遺族特

別給付金において同じ。）。 
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第３ 傷病補償年金等の支給（申請）手続 

１ 傷病補償年金の支給手続 

  傷病補償年金は、他の補償が被災職員からの請求に基づき行われるのに対し、基金が職権で支給

の決定を行うものですが（法第 25 条第２項、第 45 条第３項、規則第 30 条の２第１項）、被災職員

が療養の開始後、１年６か月を経過した日後に、支給要件に該当すると判断した場合は基金に対し

て、その確認の申請ができます（規則第 30 条の２第４項）。 

  なお、基金は、被災職員が傷病補償年金の支給要件に該当しているかどうかについて、被災職員か

ら提出される「療養の現状等に関する報告書（業務規程第 24 条の３）」及び既に提出されている傷

病の状況等に関する医師の診断書等により判断します。 

  しかし、これらの資料等によっては判断が困難な場合には、更に当該傷病の状況（障害の部位及び

状態）に関する医師の診断書、日常生活の状況に関する被災職員の報告書を求める等、所属を通じて

必要な調査を行って判断します。 

 

２ 傷病補償年金に伴う福祉事業の申請手続 

  傷病特別支給金及び傷病特別給付金は、「傷病特別支給金申請書（様式第 49 号）」により申請手続

を行う必要があります（業務規程第 31 条の９）。 

  なお、その申請時期については、任命権者を通じて連絡することとしています。 

 

第４ 受給権者の報告等 

 

 傷病補償年金を受けている者は、毎年１回２月１日から同月末日までの間に、｢障害の現状報告書(傷

病補償年金)(様式第39号)」を、任命権者を経由して基金に提出しなければなりません（規則第36条）。 

 また、氏名、住所、個人番号を変更した場合、その負傷若しくは疾病が治った場合又はその障害の程

度に変更があった場合には、遅滞なく、その旨を書面で任命権者を経由して基金に届け出なければな

りません（規則第 37 条）。 

◇傷病補償年金の支給と福祉事業の申請から支給まで◇ 

被
災
職
員
の
所
属
（ 

 
 

） 

 

被 
 

災 
 

職 
 

員 

 

基 
 

金 
 

支 
 

部 

③傷病特別支給金等申請

書の提出（平均給与額

算定書及び算定の基と

なった月の給与明細書

等を添付 

（決定通知書） 

①等級のお知らせ ②等級のお知らせ 

④基金支部へ送付 

（決定通知書） 

⑤傷病補償年金等の支払 

任
命 

権
者 
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様式第49号

記載例26　傷病特別支給金等申請書
様式第49号

日月年金基償補害災員務公方地

支部長　殿

傷病特別支給金

傷病特別給付金

年 ４ 月 10 日生（ 54

第２ 級 第 号

３ 円

20

100

80

100

５ 円

６ 公金受取口座を利用する

任意の口座を指定する

口座種別

　氏名（フリガナ） 大久保　五郎（オオクボ　ゴロウ）

その他

＊

年 月 日 年 月 日 年 月 日

号第級第＊無有

日月年＊円

円

＊ 年 月 日

〔注意事項〕

１　申請者は、＊印の欄には記入しないこと。また、該当する□にレ印を記入すること。

２　「４　傷病特別給付金申請金額の計算」の欄の「割増率」は、傷病等級第１級の場合は100分の40、第２級の場合は100分の45、第

　３級の場合は100分の50であること。なお、地方公務員災害補償法施行令（昭和42年政令第274号）第１条に規定する職員に係るこの

　欄の記入については、別に定めるところによること。

３　「５　傷病特別給付金申請金額」の欄には、「４　傷病特別給付金申請金額の計算」の欄の（Ａ）の金額（（Ａ）の金額が（Ｂ）

　の金額を超える場合には、（Ｂ）の金額）を記入すること。ただし、当該金額が（Ｃ）の金額に満たない場合には、（Ｃ）の金額を

　記入すること。

４　「６　送金希望口座等」の欄は、公金受取口座への送金を希望する場合は、送金先金融機関名等の口座登録情報を記入する必要は

　ないこと。

５　年月日の記載には元号を用いる。

＊
特 別 給 付 金 の
支 給 開 始 年 月

人義名座口号番座口

本支店等名

1234567

〇〇銀行 〇〇支店

受　理＿

（到達した年月日）

下記の の支給を申請します。

＊
決
定
金
額

規程第 29条の 12の制限 傷 病 等 級

送
金
希
望
口
座
等

傷病特別支給金申請金額

傷　　　病　　　等　　　級

傷病特別給付金申請金額

個 人 番 号

特 別 給 付 金
年 月

通 知

10,006,849

金融機関名

円
245

（Ｃ）

757,393

特 別 支 給 金 特別支給金の支払

所　属　部　局

1,500,000

（平均給与額）

×
100

円

×

726,479

任　命　権　者

15,457  － 3,786,965

757,393

×
365

＝

 普通  当座

基　金　支　部

（日数）

（傷病補償年金の金額）

× 365 ×

１

認 定 番 号 〇〇〇〇-〇〇〇〇

令和 ５ 11 １

東京都 〒〇〇〇－〇〇〇〇

〇〇県〇〇市〇〇１－１－１

昭和44 歳）

＋円

常　　　　勤

令第１条職員

所属部局名 〇〇局〇〇部

フリガナ オオクボ　　 ゴロウ

15,457

氏　　　名

（日数）

円245

傷病特別給付金
申請金額の計算

＝1

（Ｂ）

円

＝円

円

傷病特別支給金申請書

傷病特別給付金申請書

被
災
職
員
に

関
す
る
事
項

）率増割＋１（）額与給均平（

×

特殊公務災害及び国際緊急
援 助 活 動 特 例 災 害 の 場 合

申請年月日

所属団体名 東京都 職　　　名 主事

（Ａ）

フリガナ オオクボ　　 ゴロウ

氏　　　　名 大久保　五郎

３ ３

申請者の住所

1,000,000

４

大久保　五郎

（自署又は押印）
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平 均 給 与 額 算 定 書         ２号紙 

被災職員の氏名 
及 び 生 年 月 日 

 
年   月   日生 

補償の種類 傷病補償年金 

 
 1 平均給与額算定内訳 

  災害発生の日の属する月の前月の末日から起算して過去 3月間の給与 
  （通勤手当については、地方公務員災害補償法施行規則第 3条第 5項に規定する各月ごとの合計額） 

給 与 期 間 
  年 月 日から 
  年 月 日まで 

  年 月 日から 
  年 月 日まで 

  年 月 日から 
  年 月 日まで 

計 備   考 

総 日 数 日 日 日 日 行（－） 
３－８５ 勤務した日数 日 日 日 日 

控 除 日 数 日 日 日 日 

給 
 
 
 
 
 
 
与 

給 料 円 円 円 円 

扶 養 手 当 円 円 円 円 

地 域 手 当 円 円 円 円 

住 居 手 当 円 円 円 円 

通 勤 手 当 円 円 円 円 

時間外勤務手当 円 円 円 円 

宿日直手当 円 円 円 円 

 円 円 円 円 

 円 円 円 円 

 円 円 円 円 

 円 円 円 円 

 円 円 円 円 

計 円 円 円 円 
(Ａ) 法第 2 条第 4項本文による金額 
 
 （給与総額） （総日数） 

      円÷    ＝     円   銭 (イ) 

寒冷地手当 
  災害発生の日の属する月の前月の末日以前におけ 

  る直近の寒冷地手当の支給日に支給された寒冷地 

  手当の額 

       円×5÷365＝     円   銭 (ロ) 

                 (イ) ＋ (ロ) ＝           円   銭 
(Ｂ) 法第 2 条第 4項ただし書による金額 
    日、時間又は出来高払制によ 

    って定められた給与の総額 

  （勤務した日数） 

                円÷       ×      ＝      円   銭 (ハ) 

    （その他の給与の総額）    （総日数） 
                円÷           ＝          円   銭 (ニ) 
                  (ロ) ＋ (ハ) ＋ (ニ)  ＝          円   銭 
(Ｃ) 法第 2 条第 6項による金額（同条第４項本文計算） 
    (寒冷地手当の額)  控除日の属する    (その月の総日数)  (控除日数)  (減額された給与の額) 

              月の給与の月額 

   
 
  （控除日の勤務に対して支払われた時間外勤務手当等の合計額）                   円   銭(ヘ) 
                  (ホ) ＋ (ヘ) ＝        円   銭 (ト) 
  （寒冷地手当の額） （総日数）  （給与総額）      (ト) 
 
 
             

（総日数）  （控除日数） 
 

(Ｃ’) 法第 2条第 6項による金額（同条第４項ただし書計算） 
   日、時間又は出来高払制によって定められた給  勤務した日数 

   与の総額(控除日に支払われたものを除く)    (控除日を除く) 

 
                     円÷     ×     ＝      円   銭(チ) 
 
  （寒冷地手当の額） （総日数） （その他の給与総額）  (ホ) 
  
  
             

（総日数）  （控除日数） 
 
                   (チ) ＋ (リ) ＝        円   銭 

〔注意事項〕別紙参照。 

別 紙

〔                 〕 ×5 

365 
× ＋ ÷ － ＝ 円   銭(ホ) 

×5 

365 

日－ 

× ＋ － 

＝ 円   銭 
円   銭  

日 

×5 

365 

日－ 

× ＋ － 

＝ 円   銭(リ) 
円   銭 

日 

60 
100 

60 

100 

(      ) 

〔      〕 

〔          〕 〔  〕 

〔       〕 

大久保 五郎 
 昭和 44 ４ 10 

  ３ ７ １ 
３ ７ 31 

３１
２３
０

３８２，９００

６８，９２２
８，５００
５，０００
８，０００

４７３，３２２

  ３ ８ １ 
３ ８ 31 

３１
２３
０

３８２，９００

６８，９２２
８，５００
５，０００
８，０００

４７３，３２２

  ３ ９ １ 
３ ９ 30 

３０
２２
０

３８２，９００

６８，９２２
８，５００
５，０００

１０，０００

４７５，３２２

  
  

９２
６８
０

１，１４８，７００

２０６，７６６
２５，５００
１５，０００
２６，０００

１，４２１，９６６

１，４２１，９６６ ９２ １５，４５６ １５ 

 １５，４５６ １５ 

 ２６，０００ ６８ ２２９ ４１ 
 
 １，３９５，９６６ ９２ １５，１７３ ５４ 
 １５，４０２ ９５ 
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(Ｄ) 規則第 3条第 1項による金額 

    （給与総額）       （総日数） 

              円÷          ＝        円    銭 

 ①災害発生の日（令和   年   月   日）における 

  基本的給与の月額 

          職給料表    級      号給 

 ②補償事由発生日（令和   年   月   日）にお 

  ける基本的給与の月額 

          職給料表    級      号給 

給 料 

扶 養 手 当 

地 域 手 当 
特地勤務手当又はへき地勤務手当 

計 

円 

円 

円 

円 

円 

給 料 

扶 養 手 当 

地 域 手 当 
特地勤務手当又はへき地勤務手当 

計 

円 

円 

円 

円 

円 

(Ｅ) 規則第 3条第 2項による金額 

             （基本的給与の月額①） 

                            円÷30＝         円    銭 

(Ｆ) 規則第 3条第 3項による金額 

             （基本的給与の月額②） 

                            円÷30＝         円    銭 

(Ｇ) 規則第 3条第 4項による金額 

 災害発生の日を補償事由発生日とみなして(Ｆ)の例により計算した額 

          （基本的給与の月額①） 

                         円÷30＝         円    銭(ヌ) 

(ヌ) 及び(Ａ)(Ｂ)(Ｃ)(Ｃ′)(Ｄ)(Ｅ)のうち最も高い金額 

                                      円    銭(ル) 

            (ル)        （総務大臣が定める率） 

               円    銭×         ＝         円    銭 

規 

則 

第 

3 

条 

第 

6 

項 

に 

よ 

る 

金 

額 

(Ｈ) 離職後に補償を行うべき事由が生じた場合の金額 

  補償事由発生日を採用の日とみなして(Ｅ)の例により計算した額 

        （基本的給与の月額②） 

                         円÷30＝         円    銭 

(Ｉ) 離職後に補償を行うべき事由が生じ、かつ、補償事由発生日が災害発生の日の属する年度の翌々年度以降 

  に属する場合の金額 

 災害発生の日を補償事由発生日とみなして(Ｆ)の例により計算した額 

      （基本的給与の月額①） 

                        円÷30＝         円    銭(ヲ) 

(ヲ) 及び(Ａ)(Ｂ)(Ｃ)(Ｃ′)(Ｄ)(Ｅ)のうち最も高い金額 

                                     円    銭(ワ) 

         (ワ)        （総務大臣が定める率） 

            円    銭×         ＝         円    銭 

(Ｊ) (Ｈ)(Ｉ)以外の金額 

                                      円    銭 

(Ｋ) 規則第 3条第 7項による金額 

                                         円 

(Ｌ) 法第 2 条第 11 項又は第 13 項による金額 

法第 2条第 11 項又は第 13 項の基準日における年齢                    歳 

最 高 限 度 額 

円 

最 低 限 度 額 

円 

昭和 61 年改正法附則第 5条の規定によ 

る経過措置の適用 

 □有   □無 

 2 平均給与額 

                                       円（     ）による金額 

 

＊ 平均給与額の算定内訳は上記のとおりであることを証明します。     

    令和   年   月   日 

 
                        所  在  地 

 

                 所属部局の  名    称 

 

                        長の職・氏名                          

 

  

 ５ ４ １ 
 
 行（－） ３ ９３ 
 ３９１，０００ 
  
 ７０，３８０ 
 
 ４６１，３８０ 

 ４６１，３８０ １５，３７９ ３３ 

  １５，４５７ Ｇ 

 ５ 11  １ 

新宿区西新宿２－８－１ 
 
○○局○○部 
 
部長  ○○ ○○ 

  ３ 10 １ 
 
 行（－） ３ ８５ 
 ３８２，９００ 
  
 ６８，９２２ 
  
 ４５１，８２２ 

 ４５１，８２２ １５，０６０ ７３ 

１５，４５６ １５ １．００ １５，４５６ １５ 

５３

✓ ６，９９５ ２５，５０３ 

    １５，４５６ １５ 

文書番号 ５○○第○○○号 

（文書番号、所属部局の長の自署若しくは押印又は公印） 
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